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１ はじめに 

 

平成31年１月８日、厚生労働省は基幹統計調査「毎月勤労統計調査」に関して、不

適切な調査が行われていたことを公表した。 

国においては、総務省の統計委員会にこの事案が報告され、統計的に必要な措置に

ついての検討が進められているとともに、厚生労働省の特別監察委員会において、原

因究明と再発防止に向けた調査が行われている。 

   

毎月勤労統計調査は、法定受託事務として、厚労省から都道府県が委託を受けて実

地調査を行っていることから、都は、国による調査と並行して事案に至る経緯や原因

に関する都の関わりについての調査を行うこととし、今回、その結果を「中間のまと

め」として公表することとした。 

 

都は、引き続き、これまで連絡が取れなかった元職員に対する聞き取り調査などを

継続するとともに、国の調査に積極的に協力し、これらの調査状況を踏まえながら、「最

終報告」をとりまとめることとする。 
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２ 毎月勤労統計調査について 

 

（１） 概要 

統計法に基づく基幹統計調査（所管；厚生労働省）。法定受託事務として都道府

県が調査の実査を担当している。 

 

（２） 調査目的 

毎月勤労統計は、月々の賃金、労働時間、雇用の変化を迅速に把握することを目

的とする。 

※対前年同月比や前月比を見ることを主な目的として作られている。 

 

（３） 調査内容 

・常用労働者５人以上雇用する事業所の雇用、給与及び労働時間について毎月の変

動を把握。 

・１～４人雇用する事業所については毎年７月における状況を把握。 

・調査の翌々月10日までに速報版を公表。 

 

（４） 調査時期 

・全国調査及び地方調査：毎月   ・特別調査:毎年７月 

 

（５） 調査方法・調査経路 

 

・常用労働者を常時30人以上雇用する事業所 郵送・オンライン 

 

   

 

・同５人以上30人未満雇用する事業所 調査員・オンライン 

 

 

 

・同１人以上５人未満雇用する事業所 調査員 

 

 

 

 

（６） 調査結果の利活用事例 

・雇用保険の基本手当日額の算定に用いる賃金日額の範囲等の算定資料（厚生労働

省） 

・労災保険の給付基礎日額に乗じるスライド率の算定資料（厚生労働省） 

・月例経済報告、経済財政白書等において、賃金等の動きを利用（内閣府） 

・企業等の労働条件決定の際の参考資料 

 

  

厚生労働省 

厚生労働省 

厚生労働省 都道府県 

都道府県 

都道府県 

調査対象事業所 

調査対象事業所 

調査対象事業所 統計調査員 

統計調査員 
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３ 毎月勤労統計調査を巡る今回の事案について 

 

（第130回統計委員会厚労省提出資料から抜粋） 

 

（１）全数調査するとしていたところを一部抽出調査で行っていたことについて 

 

・「500人以上規模の事業所」について、公表資料では全数調査としていたが、実際は、

東京都について抽出調査となっていた（平成16年から現在まで）。 

 

・具体的には、東京都における「500人以上規模の事業所」の調査対象事業所数は、全

数調査であれば1,464事業所であったところ、実際には491事業所（平成30年10月分）

と概ね３分の１となっていた。 

 

（２）統計的処理として復元すべきところを復元しなかったことについて 

 

・「500 人以上規模の事業所」について、東京都のみ他の道府県と異なる抽出率とな

っていたが、平成 16 年～29 年の間、公表する賃金等の全国データを作成する際、

東京都の抽出調査の結果について統計的処理（抽出率による復元）を加えることな

く、全数調査の結果として取り扱っていた。 

 

・東京都における「499人以下規模の事業所」等についても平成21年～29年の間、一

部に異なる抽出率の復元が行われない集計となっていた。 

 

・これらの結果、統計上の賃金額が低めになっているという影響があった。 

 

   ※復元；抽出調査を行った際に行うべき統計的処理で、母集団（調査対象全体）

の調査結果として扱うための計算をいう。 

 

（３）調査対象事業所数について 

 

・確認できた範囲で、平成８年以降、全国の調査対象事業所数が公表資料よりも概ね

１割程度少なくなっていた。 
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４ 東京都による調査の概要 

  今回の調査では、「全数調査するとしていたところを一部抽出調査で行っていたこと」

について、そのきっかけとなる要請の有無など東京都の関わりについて調査を行った。 

（１）調査事項

平成16年から都内の500人以上規模事業所に係る調査方法が全数調査から抽出調

査に変更された事案の経緯について、以下の事項を調査した。 

① 調査方法の変更に関する事実関係

・調査方法の変更について認識していたか

・調査方法の変更について組織内で共有されていたか

② 都から厚労省に要望した事実の有無

・調査方法の変更に関して、東京都から厚労省に対し要望を行った事実はあるか

（２）調査方法

「毎月勤労統計調査に関する当時の書類等の調査」、「当時の在職職員への聞き取

り調査」を、総務局統計部の職員により実施した。 

ア 書類等の調査

・「① 調査方法の変更に関する事実関係」に関し、総務局統計部における書類・資料

等から関係文書の存否等について調査した。 

（対象年度）平成15年度から平成16年度 

・「② 都から厚労省に要望した事実の有無」に関し、総務局統計部における書類・資

料等から関係文書の存否等について調査した。 

（対象年度）平成12年度から平成15年度 

イ 在職職員への聞き取り調査

・「① 調査方法の変更に関する事実関係」、「② 都から厚労省に要望した事実の有

無」について、平成 12 年度から平成 16 年度までの各年度に総務局統計部の関係

課・係に在職した職員延べ48名を対象として聞き取り調査を実施することとした。 

（調査対象職員） 

総務局統計部長、同参事、同調整課の課長、企画調整係長・担当係長 

同人口統計課の課長、人口動態統計係長、毎月勤労統計係長・担当係長・担当 

※当時の組織については資料１参照

・調査は対面による聞き取り調査又は電話調査により行い、２月４日現在で延べ 35

名に対する聞き取りを終了した。

※聞き取り事項については資料２参照 
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（３）調査結果

① 調査方法の変更に関する事実関係

ア 書類等の調査

・毎月勤労統計調査の調査対象事業所名簿、抽出替えに係る通知文などについて文書

の有無を確認した。基本的に対象年度の関係文書は保存年限を超えており（※資料

３参照）、以下の資料等のみが保管されていた。

(ｱ)毎月勤労統計調査抽出替えに伴う事務取扱要領（厚生労働省）平成 23年、26年

(ｲ)毎月勤労統計調査地方調査結果年報（東京都総務局統計部）平成 12年版～

(ｱ)毎月勤労統計調査抽出替えに伴う事務取扱要領（厚生労働省）

・厚生労働省が作成する「毎月勤労統計調査抽出替えに伴う事務取扱要領」は、調査

対象事業所の抽出替えを行う事務の基準や処理方法を記載したもので、都道府県に

も送付される。この「事務取扱要領」の平成 23 年４月版（厚生労働省大臣官房統

計情報部雇用統計課作成）に、平成 16 年からの調査方法の変更に関する記載があ

った。

厚生労働省・事務取扱要領 平成 23年４月 (7ページ） 

・従来から規模 500 人以上事業所は全数調査としていたが、平成 16 年より東京都

に限って一部の産業で標本調査としている。

・これは、規模 500 人以上事業所は、東京都に集中しており（約４分の１）、全数

調査にしなくても精度が確保できるためである。

※資料４参照

・また、平成 26 年の「事務取扱要領」には、「平成 16 年より東京都に限って一部の

産業で標本調査としている」との記載はなかった（※資料５参照）。

・なお、今回の事案を踏まえ、厚生労働省から平成 15 年７月版の「事務取扱要領」

の写しの提供を受けたところ、以下の記載があった。

厚生労働省・事務取扱要領 平成 15年 7月 ( 7 ページ） 

・従来から規模 500 人以上事業所は全数調査としていたが、今回は東京都に限って

一部の産業で標本調査とした。

・これは、規模500人以上事業所は、東京都に集中しており（約４分の１）、全数調

査にしなくても精度が確保できるためである。

※資料６参照
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(ｲ)毎月勤労統計調査地方調査結果年報（東京都総務局統計部）

・毎月勤労統計調査の東京都分の結果を取りまとめた年報「東京都の賃金、労働時間

及び雇用の動き（東京都総務局統計部）」を調査した結果、500人以上規模事業所の

調査方法が抽出調査に変更される前の平成 15 年版と、変更された後の平成 16 年版

では、次のような記載があった。

毎月勤労統計調査地方調査結果年報 

平成 15年版（190ページ） 

・この調査は、（・・・中略）厚生労働大臣が指定した約 3,300 事業所について調

査を行っています。

・なお、500人以上規模では抽出率１／１、すなわち全数調査となっています。

平成16年版（190ページ）

・この調査は、（・・・中略）厚生労働大臣が指定した約 3,300 事業所について調

査を行っています。

・30 人規模以上の事業所は、平成 13 年「事業所・企業統計調査」の結果を用いて

全事業所のリストを作成し、これを産業及び規模別に区分し、その区分ごとに調

査事業所を抽出する。

※資料７、８参照

・この記載の変更は、前述した厚生労働省「事務取扱要領」に示された500人以上規

模事業所に係る調査方法の変更の記載と合致しており、厚労省の方針を踏まえたも

のと考えられる。

・一方、同年報によれば、平成12年版以降、調査対象者数は、約3,200～3,300 事業

所で推移しており、大きな変動はなかった。

イ 在職職員への聞き取り調査

・平成16年から、都内500人以上規模事業所に係る調査方法が全数調査から抽出調

査に変更されたこと（または、変更される予定であったこと）を認識していたか

について、対象職員のうち延べ35名に聞き取り調査した。

・その結果、平成16年に調査方法が全数調査から抽出調査に変更になったことを記

憶している職員は、35名中３名であった。うち、抽出調査だと聞いていたとする

職員が１名、在任中に全数調査から抽出調査に変更されたことを覚えている職員

が２名だった。 

ウ まとめ

・本件は、15～16年前の事案であるとともに、実務的な内容であったため、当時の

在職者への聞き取り調査では判然としない。職員にとっては強く記憶に残るよう

な大きな変更とは認識されなかったものと推測される。

・一方、文書等の内容からは、平成16年１月からの500人以上規模事業所の調査方

法の変更について、組織として認識していたと考えられる。
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② 都から厚労省に要望した事実の有無 

 

ア 書類等の調査 

 

・毎月勤労統計調査に係る厚労省への送付文書などについて文書の有無を確認したが、

基本的に対象年度の関係文書は保存年限を超えており、以下の資料のみが保管され

ていた。 

     (ｱ)国の施策及び予算に関する東京都の提案要望 平成 15年度、16年度 

(ｲ)都道府県統計連絡協議会全国要望文 平成 13年～ 

 

 ・調査した結果、都から厚労省に対し毎月勤労統計調査を対象として調査方法の変更

や事務負担の軽減を要望する記載は見当たらなかった。 

  

 ・一方、都道府県統計連絡協議会の全国要望文によると、国の統計全般に関して、他

の道府県と共同で、地方公共団体や対象事業者の負担軽減を国に求める旨の要望が

行われていた（※資料９参照）。 

 

イ 在職職員への聞き取り調査 

 

 ・500 人以上規模事業所の調査方法の変更について都から厚労省に要望した事実の有

無を、対象職員のうち延べ35人に聞き取り調査を行った。 

          

 ・その結果、すべての調査対象者が、都から厚労省に要望した事実について、「そのよ

うな事実はなかった」、「記憶にない」と回答した。 

 

・なお、「国の統計審議会で、“統計調査全般について対象事業者などに負担がかかっ

ている。調査の意義に事業者の理解が得られるよう努力すべき”と発言した」と回

答した職員が１名いた。 

 

ウ まとめ 

 

・現存する資料からは、毎月勤労統計調査の調査方法の変更について、都から厚労省

に対し要望した事実は確認できなかった。 

 

・また、当時の在職職員への聞き取り調査の結果においても、都から厚労省に調査方

法の変更を要望した事実は確認できなかった。 
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５ 今後の調査等について 

 

・ 今回の調査においては、調査方法の変更に関係する当時の在籍職員延べ 48 名を対

象としたが、既に死亡している職員２名を除く、46名のうち11名については連絡

が取れていない。引き続き、聞き取り調査の実施に努めていく。 

 

・ 総務局統計部は１月 28 日午後、厚労省の特別監察委員会の訪問によるヒアリング

を受けた。この際、事実関係の調査を依頼された事項については現在調査を実施し

ている。引き続き、同委員会の調査の依頼等があった場合は積極的に協力していく。 

 

・ 今回の厚労省の事案を受け、政府では基幹統計調査等の点検が行われ、１月 24 日

に、全体で56ある基幹統計のうち、22の統計に間違いがあったことが発表された

（その後、賃金構造基本統計が追加され23に変更）。更に、総務省統計局から１月

31 日付けで「小売物価統計調査に係る不適切事務の発生について」が都道府県統

計主管課長宛て発出され、同調査についてのコンプライアンス徹底や現地監査の強

化等の対応を予定している旨通知された。都においては、こうした国の動きと十分

に連携しながら、統計調査に関する点検を実施すべく準備を進めていく。 

 

 

６ 調査のまとめ 

   

今回の調査結果からは、東京都が毎月勤労統計調査の調査方法について大規模事業

所の調査を全数調査から抽出調査に変更することを国に要望した事実は確認できなか

った。 

同時に、厚生労働省が作成した「事務取扱要領」に記載されている調査方法の変更

を受け、都が発行する年報では、平成 15 年版における全数調査という記載が平成 16

年版では抽出調査に変更されていることなどから、都が調査方法の変更について認識

していたことが確認できた。 

これらの事実から、都は調査方法の変更がなされたことは認識しつつも、この調査

方法の変更が適正な手続きを経ていないものとは認識していなかったと推認される。 

一方、都は、様々な機会を捉え、法定受託事務である統計調査の実施機関として自

治体及び調査対象事業者の状況等を国に伝え、事務負担の軽減を求めているところで

ある。しかしながら、このことを以って国による本件調査方法の変更に直接つながっ

たと考えることは困難であり、ましてや、都道府県が違法・不適切な取扱いを国に求

めることはあり得ない。 

統計調査の内容や方法を決定するのは国の責任であり、地方公共団体は適切な手続

きに基づき調査方法が決定されていることを前提として、法定受託事務として誠実に

調査を実施しているものである。 

都は、国をはじめとした関係機関とともに、今後とも、都民・国民の合理的な意思

決定の根拠となる統計の信頼性の向上に努めていく。 
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